








●  まとめ

  平成 5年度に市町村体験学習事業の実施状況を調査したが、この度の平成 7年度の同事

業の実施状況と比較し、2年間の変化を検討した。

その結果は以下のとおりであった。

1)平成 9年度からの地域保健法の完全施行を考慮にいれた場合、今後は本事業のそのほと

んどが市町村主体の事業に替わると思われること。その際、市町村の一般財源のより比重

の高い事業になると考えられること。

2)健診や教室利用型にシフトしてきているが、保育所の一層の活用が今後の課題であると

思われること。

3)教材は、より実際的なものが今後とも主体となるものと考えられること。

4)事業評価の重要性は認識されてきているが、そのフイードバックがなされるかどうかに

ついて今後見守る必要があること。

5)学校側には、この事業を正当な課外事業と位置・づけ、時問をかけ、思春期に近いより

低学年からなるべく多くの児童・生徒に体験させる意向があると感ぜられる。

  今後はさちによりクロス集計等の手法を用いるなどして、より詳細な検討を加える必要

があると考えられる。


